
= 6 章

教育委員会会議の活性化要因と
その相対的規定カ

一人口規模別のバリエー ションに注目して

1 研究の課題：人口規模は教育委員会会議の活性化に

どう影響するか

（以下， 教委会議と略記）を活性化すること， すなわち， 教
を制度理念にふさわしい政策フォ ー ラムとして機能回復すべきこと

は， 分権時代を迎え， 自治体教育行政の自主性・主体1、生が求められるいま，
喫緊の課題となっており， 会議のありようをめぐる分析は連用実態に関する
実証的研究の重要な一 部分といわなけ九ばならない． 以上の間題意識から，
5章では， その教委会議のありようを「会議の活発度」という指標で数鼠的に
把握して， 会議の活発度を規定する要囚（活性化要因と呼ぶことができる）を
明らかにした． それをふまえて， 本章では， ①会議の活性化要因は人口規模
による影響を受けるのか， という間いと， ②活性化要因相互の規定力の順位
はどうなっており， それは人口規模の影臀を受けるのか， という 2種類の問
い＝分析課題を設定し， その解明を試みる．

このような間いを設定し解明することの意義はどこにあるのか．

前者の間い， すなわち活性化要因と人口規模との関係を間うのは， 前述し
t:. c_, 会形骸化論の主要な部分として展開されている「会議の形式化」
論の焦点は主として， 小）乱模自治体の教育委員会に向けられているからであ
る． すなわち， 小規模白治体の教育委員会では， ほかの自治体教育委員会に
比べて， 会議が形式化し， 政策フォ ー ラムとして機椛していないこと， ゆえ
に， 教育委員会が合議休の機構として存在し得ていないことが特に指摘され
ており， そのような批判が経験的に裏付けられるのかどうかは教委会議の改

にとって重要な検討課題と考えられるからである． つまり， 活性化要因
の人l:::l規模別の布岡を明らかにして， それが人1二l規模の影牌を受けるかどう
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かを検討することは， こうした小規模自治体教育委員会批判の経験的な妥当

性を検証することにつながるのである．

後者の活性化要因相互の柑対的規定力に関する間いは， どんな意裟がある
のか．会議の活性化要因として5章では10項目の要因が明らかとなった．し

かし， それら活性化要囚は会議の活発度に対して同じ比重で作用するのでは
なく， 会議の活発度を左右するその度合い（規定力）には， 差異があるのでは

ないか， さらに， それらの要囚0)規定力の順位も人口規模の影響を受けるの
ではないか， という仮説がこの間いの背後にある ． 活性化要因の規定力の差

異があるとすれば， 会議の改善のために優先的に採るべき方策の選択に際し

てそのことは当然に配慮されなければならないであろう ． こうした研究知見

はそのヒントを与えることであろう ． また， 人口規模の影翠漿の有無を検討す

ることも， 会議改善の方策選択に活用できるデ ー タを提供すると考えられ
る ． すなわち， その規定力が人口規模の影臀を受けない要囚は，
に取り組む際， どのような自治体でも配忍すべき要因ということになるし，

その規定力がある特定の規模の自治体でのみ頸著に見られる要因であること
が判明したら，当該自治体でのみ配応すべき要因ということになる． つまり，
活性化要因の規定力の順位を明らかにし， また， その順位の差異を人口規模

との関連で検討することは， 会議改善のために各自治体において取り組胚べ
き優先方策を判断する手がかりを与えてくれると考えられるのである． な
ぉ， 分析に用いるデ ー タは，5章で用いたのと同じものである．

2 教育委員会会議の活性化要因と人口規模

(1)教育委員会会議の活1生化要囚
見たように， 教委会議の活発度を被説明変数とし， 会議の連用に関

わる特性（会議の形態，委員の役割遂行上の特性，教育委員の人選や教育委員
のための研修などの在り方， 事務局の役割遂行上の特性など）を説明変数と

したクロス集計によって， つぎのものが会議の活性化要因として明らかにさ
れた．

まず， 教委会議の形態については， 会議の開催頻度（会議頻度）および1回

にかける時間（会議時間）と， 会議の活発度との間に統計的に有意な関
係が現れた． つぎに， 教育委員会の特性と会議の活発度との間の関係につい
て， 関連が見出されたものは， 委員による議題発案の有無， 委員による政策

提案0)有無，委員提案の政策への反映の有無，委員の人選（それが慎重に行わ
れているか否か）， 委員の研修（研修の機会が十分に配隠されているか否か）
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であった ． さらに，会議に関わる教育委員会事務局の役割遂行上の特性につ
いては，事務局の準備する会議資料の質と量（それが十分であるか否か），
議資料の配付1時期（適切な時期に配付しているか否か），そして，事務局の説
明（それがわかりやすいか否か）と，
た．

の活発度との間に関連↑生が見られ

(2)教育委員会会議の活 ‘l生化要囚と人I]規校
ような会議の活発度に彩闘を与えている要因（活性化要因）は，人l二l

規模の大小によって，影臀を受けるのであろうか．まず，活性化要因の備わ
り方（多寡）が人口規模によって異なるか否かを分析する． この点を明らかに
するために，人口規模別に各翌囚に閃わる質間項目への回答を得点化し，人
口規模別に合計点を求め，その平均値を比較する．

人口規模の区分に関しては，教育委員会の設筐規模論において，適正な規
校が］0万人程度とされていること］） や，各人口規模区分間の教育委員会数
のバランスを考｝91位 して， 1万人未欄(421, 32.1%), l万人以上～3万人未満
(336, 25.6%), 3万人以上～5万人未満(194, 14. 8%), 5万人以上～10万人
未満(180, 13. 7%), 10万人以上(182, 13. 9%) 0) 5区分としている（表6-l). 

表6-1 人「l規模別に見た教育委員会サンプル数
教育委員会数 ％ 

1万人未満 421 I 32.1% 
l)j人以上～3万□元属

―

□ 336 25. 6% 
3万人以上～5万人未満 I 194 . I 14.8% 
5万人以上～］（））訊未満 l 8(） ］ 3. 7% 

l (）万人以上 182 1 3. 9% 
合 計 1 13]3 ]0(） ． 0% 

表6-2がその結果である門各要因の右側の数字は平均値の順位を示して
し)る.

分析結果を概観すると，各活性化要因は，大きく分けると，人口規模の区
分にしたがい，すなわち，人口規模が大きくなる（あるいは，小さくなる）に
したがって，平均値が順次変化している要因と，人口規模の区分に応じた
均伯の順次的な変化が見られず，人口規模の区分と平均値の大小とが首尾一

していない要囚とがある．

前者は，「会議頻度」「会議時間」「政策提案」「政策反映」「委員人選」

会

会議

上記の

1

-

―
 

7-
-
'-

「蛮



2 教育委員会会議の活性化要因と人口規模

表6-·2 各活刊：化嬰因の平均1ii]の人口規模別の比較

人口規模

1万人未渦

]）j)\じJ、J·~3]］）＼叶ミ祉I:J

3万人以上～5）i人未禍

5 -）i人以上～10万人未渦

JO,｝］人以」こ

令1i-;.l平均

人口規模

l万人未禍

]
．
)j)＼じl.L~3 ]］）＼牙ミ祉蘭

3万人以上～5万人未満

5万人以上～l(））
：
j人未禍

10万人以上

全国平均

会議頻度

平均 順位

認:359 ⑤

] 4 770 ④ 

言③

15 328 ② 

16 956 ① 

] 4 7 3 6 

委員人選

平均 順伶：

3 752 ⑤ 

3. 773 ④ 

3 839 
I ③ 

3 977 ② 

4 073 ① 

3 840 

会議時間

平均 順位

2 6]6 ① 

2 577 ② 

2 412 ③ 

2 :389 ④ 

2 22 4 ⑤ 

2 495 

委員研修

平均 順位

3 352 ⑤ 

3 383 ④ 

3 479 ① 

3.394 ② 

3 、 392 ③ 

3 3 9 l 

議屈発案 政策提案

〗
平均 順位

2 674 ④ 

2 760 ③ 3.557 ④ 

2 S36 ① 3 640 ② 

2 764 ② 3 609 ③ 

2 528 ⑤ 3 680 ① 

2 715 3 562 

資料の質と散 資料の配付時期

平均 順位 平均 ll偵｛立

3 7 08 ⑤ l 1168 ⑤ 

3 8 3 3 ④ l 633 ④ 

3 924 ③ 1 972 ③ 

3 9 6 6 ② 2 384 ② 

4 (）5 1 ① 2 382 ① 

3 862 1 836 

119 

政策反映

平均 順位

3.682 ④ 

3.644 ⑤ 

3 684 ③ 

3 71 l ② 

3.782 ① 

3.G9l 

事務局の説明

3·I Z均 順位一

3 966 ⑤ 

4 012 ④ 

4. 08] ③ 

4 I 07 ① 

4.097 ② 

4. () 3 (） 

料の質と鼠」「資料の配付時期」「事務局による説明」 である． これらの嬰因

に関しては，「会議時間」をのぞいて， 人口規模が大きいほど， 平均値が高く

なっている． これらの結果は， 人口規模が大きいほど， 会議の行われる頻度

が高く， 積極的に政策提案を行う教育委員が存在しており， 委員のアイデア

や意見が政策に反映されることが多く， 委員の人選を慎重に行っており， 事

務局の準備する会議資料が質， 量ともに充実しており， 事務局が事前検討の

余地のある時期に資料を配付しており， 会議資料に関する事務局の説明がわ

かりやすい教育委員会が多くなるということを示している． 反対に，「会議時

間」については， 人口規模が大きくなるほど， 会議時間が短くなるという傾

向があることがわかる．

このことからは， 会議の活性化要因の多くが， 人口規模の大小によって，

その備わり方（多寡）が影響を受けており， 人口規模が大きくなるほど， 基本

的に， 活性化要因を備えた教育委員会が多くなることが明らかとなった ．

後者は，「委員研修」と「議題発案」である． これら二つの要因については，

平均値の順位と人口規模の大小との間に一定の関係が見られない． 委員の研

修に関しては，3万人以上～5万人未満の自治体で平均値がもっとも高く， そ

れに続いて5万人以上～10万人未満，10万人以上，1万人以上～3万人未満，
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1 万人未満という順て平均値が高 〈 ， この人 口 規模の順で， 研修への配慮が
なさ れてい ることがわかる． 議題発案に つ い て は， 3万人以上～5 万 人未欄の
自 治体で， 議題発案を する委員が存在す る教育委員会が も っと も 多くな り，
5 万人以上～10 万人未満， 1 万人以上～3 万人未満， 1万人未満の順とな り，
l0 万 人以」この教育委員会の平均値がも っと も 低 くなっている．

これら二 つの要因につ いては， つぎのように解釈できるのではな いか と考
えている． 委員研修については， 人 口 規模別の平均値の差 が小 さ く（す な わ
ち， 人1□I 規模が異なって も ， 研修の配慮の過 多に大きな差が生 じ ているわけ
ではなく） ， か つ， すべての人 口規模の平均が中 央伯 (5 1牛法で回答を 求めて
いるために， この場合は 3) より も 大きい ． このことは， どの人口規模の自 治
体であって も 委員研修の機会への配慮がある程度 なさ れていることを 示して
し )る． その結果として， 人口 規模の大小と， 平均1直の順位が比例しない ので
はない かということである． 議題発案に関して， 10 万人以上の大規模白 治体
と 1 万人未満の小規模自 治体の平均値が両者と も 低 いのは， 大規模自 治体で
は教育委員会の官僚制化（合理的官僚制の確立）が進 んでおり， 事務局の組織
陣容が整 っていること も あり， 会議連営の手続きが合理化さ れ，

による発案が多く， 結果として委員が栢極的に議題発案を行う必 要性が
希薄である状況があり， そのために委員による議題提案が少 な くな っている
のに対し， 小規模自 治体では， 教育識見や間題解決の意欲 に菖 砂 教育委員の
確保が困難であるという リ ク ル ー ト 面の弱 さ があるために委員による議題発
案が少 ない傾向 がある， と全く別の理由 によるのではないか ということであ
る．

以上， 人口 規模別の活性化要因の備わり方（多寡）の差異を 見てきた． この
ように， 人口 規模別に活性化要因の平均値 を 比較す ると， いくつかの例外は
あるが， 総じて， 人口規模の大きい 自 治体の教育委員会にお いて， ほ とん ど
の活性化嬰因が高 い平均値を示していた． これらの結果は， 人口 規模の大 き
い自 治体の会議が， 相対的に活発であることを示唆 す る．

そこで， 人口 規模と会議の活発度 とのク ロ ス 集 計 を 行ってみると， 人 口 規
模が小 さ い自 治 休にお いて会諮の活発度 が低い教育委員会が多数 を 占 めるよ
うになるわけではないが， 人 口 規模が大きい自 治体ほ ど， 会議が活発 な 教育
委員会が増 えていくという結果となっている（表 6- 3) ． す なわち， 会議の活
発度は， 人 口 規模が大きくな るほ ど高くなるという傾向がある． こ の結果は，
人口 規模別の活性化要因の平均1直の差異に翡づく予測 を 裏書きす る も のであ
るということができよう．

務局 教育灰•や半



3 教育委員会会議の活性化要因相互の相対的規定力 と 人[l規模 1 2 1  

人 口 規模

表 6-3 人 「］規模別 に 見 た 会議の活発度

1 万人未満

l )j人以上～3 ）j人未満

3 )]人以上～5 )j人未満

5 )]人以上～］ （l )J�人未禍

10万人以上

ムに1 至9 , 1 △ 

会議の活発／斐
合計

2 1 3  1 89 40? 

53 0% 47 0% 1 0(） ． 0% 

1 77 1 5:-J 3 3 (） 

1 53 . 6ロ 46 4% 1 00.0% 

1 1 1 -( 'J ） l 84 

60 3% 3() 7% 100 0% 

1 1 8 58 1 76 

67 、 0% 33.0% 1 00 0% 

] 1 7 55 1 72 

二（口 32 0% ] ()() 0% 

736 j 528 1 264 

58.2% j 41 8% 100 . 0% 

p < 0. 00 ]  

3 教育委員会会議の活性化要 因 相 互の相対的規定 力 と 人 口規模

( 1 ) 教育委 員会会議の活’l生化要 囚相互の相対的規定 カ

こ れまでの分析で， 会議の活発度 と の間に統計的に有意な関係がある会議
の運用に関わる諸特性が明らかにな っ た ． しかし， こ れらの諸特性が，

の活発化のた めの要囚 （活性化要因） と して同じ比重で働 いて いるか どうか は
明らかではな い ． こ れらの諸特性の活化t化要因 と しての相対的な規定力 を 解
明する こ と が必要である ． そ こ で， こ れら活性化要因粗互の規定力の差異 を
判別分析を用 いて検討する．

判別分析に 当 た っ ては， 会議の活発度を被説明変数 と し， 上記の よ う に ，
会議の活発度 と の関連性が明らかにな っ た要因一「会議の頻度」 「会議時間」

「議題発案」 「政策提案」 「政策反映」 「委員人選」 「委員研修」 「資料の質 と 量」
「資料の配付時期」 「事務局に よ る説明」 ーを説明変数 と した ． また ， 判別分
析を行うに 当 た っ て は ， ス テ ッ プ ワ イ ズ 法 を用い て いる．判別分析の結果は，

表 6-4 の通りである． 表の数値は， 会議の活発度に対する各要因の祖対的寄
与 を 示す も のであり， 説明変数 を 同時に 投入する と いう条件の下での， 各要

因の規定力 の 目 安 と なる も のである ．

順位 は ， 委員に よ る政策反映が も っ と も 高 い 規定力を有しており， つ い で，

証
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表 6-4 会議の活発炭 に 対 す る 活1牛化阪因
の4•[［対的規定）J

I i 

活刊化疫囚 ll•準判別閲数係数 順位

ーニロし
l (）•三ご―-1—• ① --

委員二 I (） 2 76斗． ＊ ② 

政策提案 0 . 248 * ＊ ③ 
会級時間 () . 245* ＊ ④ 
謡俎発楽 I () ． 24 （戸 ⑤ 
.. 1 .li務局 の説明 0 . 238* ＊ ⑥ 
会議如且 I (l . ］ 88* ＊ ⑦ 

三i1研修 —」- ―- () ］ 8()＊ ネ

I ⑧ -
**p < O . O J 

委員の人選， 政策提案， 会議時間， 議題発案， 事務局の説明， 会議頻度， 委

員研修 と し )う順 と な っ た．

分析結果を ま と め る と ， において議題発案を行 う ， あ る いは政策提案

やア イ デ ア を提供す る 教育委員がお り ， 委員 の 提案が教育施策に 反映 さ れ る

と い う実紐が蓄積 さ れ る こ と が会議が活発に進 められ る 上で重要であ り ， そ

う した 条件が会議の政策 フ ォ ー ラ ム化を支えて い る こ と がわか る ． つ ぎに，

慎重な委員人選 も 欠 か せない 条件であ る ． つ ま り ， 教育識見などの委員 と し

て の 資質能 力 を有 す る 適材を時間をか け て 選任 す る こ と が会 議 の 活 発化 に

と って重要 であ る ． さ ら に ， 議案を検討す る た め の 十分な会議時間や会議 回

数 を 確保 す る こ と ， 事務局が十分な質 と 菫をりlliえた 資料を準備 し わ かりやす

い説明を行 う 努力をす る こ と も ま た 活発な会議運営に と って無視 できな い 条

件 であ る こ と が明ら か であ る ．

この相対的な規定力 に つい て の結果を端的にいい か え れ ば， 会 議 の 活性化

に と っ て ， ま ずも っ て教育委員が政策 決 定 者 と し て の 資質 と 意欲を持つこ
と ， 適材を確保すべ く 慎重 に委員 の人選 に 取 り 組 むこ と ， つ い で， 会 議 の頻

度や時間 と い った審議のた め の 機会 の 確保や耶務局 の サ ポ ー ト と いっ た制度

的 条件が存在す る こと， が菫要であ る と い う こ と であ る ．

( 2 ) 人 l：：：1 規校 別 に 見 た 活性化要 囚 相互の相対 的規定 ）J

では， これら活性化要因の規定力 は ， 人 口規模別に見た場合には， ど のよ

う に 変化す る の であ ろ う か． この 課題を解明す る た め に ， 人口規模を コ ン ト
ロ ー ）レ した上で， 会議の 活発度を被説明変数 と し ， 会議の 活性化要因を説明

会議
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変数 と し に 判別 分析 を 行 う ． これは， 人 口 規模別 に 活性化嬰因相互 の規定 カ

の順位 を 明ら か に すること に よ っ て， 人口規模別 に 活＇「生化要因 の祖対的 な 規

定力が異 な るの か ど う か ， そして， 異 なるとす れ ば， ど の よ う に 異 なるの か

を 明ら かにする分析 である．

分析の 結果は， 表 6 -5 のよ う に な っ た ． 表は， 人口規模の 区分 ごと に ， 上

か ら ， 会議 の 活発度 に 対する その 寄与率 ＝ 規定力 の 高い順 に ， 活性化要 因 を

並 べた もの である．

表 6- 5 人口規模別 に 見 た 活性化製囚の規定カ

l )j人未満

項 目
ll：池半Ilけ ll 阪因0)平均
閃 数係 数 1I! ［の順位

政策反映 0.457キ ＊
④ 

会議時間l 0 406* * ① 

会議頻度 0.400* * ⑤ 

厳題発案 0.339* * ① 

資料費悶 0.33:3 * * ⑤ 

5 万人以 l....~ l (） ）i人 未 祉1:i | 
叫l j 立1りMl 要囚0)平均

関数係数 イi'[O) l1肌佐

委員人選 0.528* * ② 

議囮発案 0.502 * * ② 

政策反映 0.453* * ④ 

* *p < 0 . 0 1 

l )j)\.JJ、 -- l · ~:l h)＼牙こ礼1:j

項 目

委員人選

議粕発案

政策提案

資料質m

項 目

委員人選

政策反映

会議時間

i［準判別

関数係数

0 S48* * 

() 4%* * 

(） . 377* ＊ 

ll . 358 * ＊ 

l (） )i人以上

i E準半ljけIl

関数係数

0 .  59 ] * * 

0.543 * * 

0 3J 7I 5:) * *  

股因0)平均
佃I O)lIU杓

④ 

③ 

④ 

④ 

嬰因の平均
伯0) l順位

① 

① 

⑤ 

3 )j.）\）)、•I ·: ~ 5 ]-i）＼叶く 、[1:1u

項 目

会議時間l

政策反映

政策捉案

岱［明

議題発案

ii
―
．・．準'l'IJ け IJ

閃数係数

(） 2 l ] ＊ ＊ 

() 1 9 (） ネ ＊

0 1 72* * 

0 I :i2* * 

0 149* * 

要111の平均
伯0)順位△

③ 

③ 

② 

③ 

① 

「政策反映」のよ う に ， 総 じ て， ど の 人口規模にお いて も 上位 に ある要因 ，

す な わ ち ， ど の人口規模 に おいても， 会議の活発度 に 対 して規定力 の 高 い 嬰

因が存在す る． 他方で， いくつか の 要因の規定 力 の順位は人口規模 により か

なり異 な っ ている． 例え ば， 「委員の人選」は， 人口規模が5 万人以上の 自 治

体で， 規定 力 の順位が高い． ま た 「会議時間」 に ついては， 人口規模が3 万

人以上～5 万人未満， ］ 0 万人以上 の 自治体では規定力は高いが， それ以 外 の

人口規模 では その順位は下位 に と ど ま っている．

以上のよ う に， 会議の 活発度に影響 を 与えている要因相互 の規定 力 に 関す

る結果は， ど の 人口規模 でも規定力 の 高い 要 因があると同時 に ， 人口規模別

に 規定力が異 なり， 一様 で ない要因もある． これは何 を 意味 するの であ ろ う
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か ． それは， 会議の活性化に 際 し て ， どの人口規模の 自 治体 で も 共通 に1憂先

的 に 取り糾 む べき施策があ る と 同 時 に ， あ る 特定の 白 治体規模 に お い て 特 に

優先的 に 取り組 む べき施策があ る こ と を 意味す る ．

例 え ば， 委員の発案 を 積極的 に 政策 に 取り入 れ る こ と は どの人口規模の 自

治体 に と っ て も 規定力が大きく ， 会議 を 活発化 さ せ る た め に ， 無視できない

な特性であ る と い え る ． し たがっ て， そう し た委員の職務遂行 を 刺激あ

る いは促進 す る よ うな方策に 取り糾 む べきこ と を 示唆す る ． ま た， 小規模の

自 治体 では， 会議資料の質 と 鼠の充 実 と いう形 での事務局のサ ポ ー ト を改善

す る こ と が方策 と し て 求 められ る のに 対 し て， 大規模 自 治体 では， 委員の リ

ク ル ー ト に 際 し て 慎重な人選への取り組 みが重要な意味 を 持 ち ， 優先 さ れ る

べきこ と を 示唆す る のであ る ．

ここで， 上記表 6-5 の中の 「要因0) 平均値の順位」 に 注 目 して い た だきた

い ． 各活性化要因の平均値の人口規模別の差異はすで に 検討 し たが，これは，

自 治休規模別の， 規定力 の大き い 順 に 並べられた活性化要因の平均値の順位

であ る ． この順位は 当 該 自 治体 にお い て規定力のあ る 活性化要因がそれぞれ

どれ だ け備わ っ て い る か， その順位 を 示 し て い る ． 表 を 見 る と ，3万人未満の

小規模 自 治体の間題性が浮き彫り に な っ て い る ． すなわ ち ， 会議の活発化に

と っ て 規定 力 の高 い 要因が， どれも小規模 自 治体 に は相対的 に 少 ししか備

わ っ て いないこ と が明ら か であ る ． 1万人末満の 自 治体，1万人以上～ 3万人

未満の 自 治体 では， 規定 力の高 い要因はほ と ん ど ど れを と っ て も その平均値

は い ず れ も 低く ， 3万人以上～ 5万人未満の規模の 自 治体 にな っ て よ う や く ，

活性化要因があ る 程度備わ っ て い る こ と がわか る ． これ に 対 し て ， 5万人以

上の 自 治体 では， 規定 力の相対的 に 高 い要因がい ずれも平均値が高 い ． 例 え

ば， 政策反映 と いう 要因は会議の活性化要因 と し て規定力がどの 自 治体 でも

大き いが， 平均値で 見 れ ば， 大規模 自 治体 にお い ては， 委員 に よ る 政策提案

がな さ れ て い る 教育委員会が多く ， 小規模 自 治体では祖 対 的 に その割合が小
さ く な っ て い く ．

4 残 さ れ た 課題

以上 に お い て ， 教委会議のあり よ う と いう教育委員会制度の運用 実態の一

側面i に 焦 点 を あ て た 分析 に よ っ て 得られた知見 を 整理 し て きた ． 4 章の調査

矢I] 見 と 同様 に， この よ う に人口規模の影響が明 ら か にな っ たこ と は， 教育委

員会制｝斐の連用 実態の研究 に 際 し て， 今後， 人口規模論の観点か ら の分析を

本格的 に 組 み 込 む 必疫のあ る こ と を 示唆す る 門

狙要
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人口規模の影粋とい う 問題は， 設置単位論とい う 形で教育委員会制度の発

足時から 1月 覚 さ れていた 問題であ り
．
1 ), 特に 目 新 し い 問題では ない． そ し て，

これについては 4 章で述 べ た 通 り であるが， あえて繰 り 返して言及するなら

ば， 例え ば， 教育委員会の一斉設置後は， 特に， 教育行政分野の特徴の一 つ

と い われる教育指導行政の担い手である指導 主事の配置に関して， 早 く から

人 口 規模に よ る格差が指摘 さ れ， 結果として生 じている教育指導行政の地域

格差が問題視 さ れ， 指 導 主：事のい な い小規模 自 治体での教育指導行政を ど う

す るかとい う 問題が検討 さ れてきた 経緯がある門

つ ま り ， 教育委員会の設置単位を適正化する問題， 一定の行政能力を備え

るには一定の人口規模を必要とすると い う 問題は決 して軽視 さ れてきた わ け

では ない． そのた めに市 町村合併·の必要性も指摘 さ れて き た し， 教育行政の

広域化の方策 （例え ば， 事務の共同処理） も提案 さ れてきた ． 小規模 自 治体の

教育委員会の行政能力の向上は， 一貫した 課題であ っ た とい っ て よ い． さ ら

に， 近年の中教審答 申 『今後の地方教育行政の在 り 方につ いて』 でも， 中教

審 ・ 教育制度 分科会 ・ 教育行政部会の 『部会 ま と め 』 でも， そ して中教審答

申 『新 しい時代の義務教育を創造 する』 でも， その必要性が示唆 さ れている．

そこでは， 分権時代の到来とともに， 教育委員会には 自 主 ・ 自 律が求 め ら れ，

そのた め の行政能力の確保が至上命題であ り ， そのた め には， 市町村合併 な

どに よ る設置単位の規模拡大が前提条件である， とい う 論理を見ることがで

きる．

しかし， 教育委員会の設置単位の規模拡大を行え ば， 行政能力 が確保 さ れ，

制度運用が改善 さ れるのか． 例えば， 事務局の組織陣容の充実 に ついては，

現在の規模別の職員配置を見れ ば， 自 治体規模の拡大によ り ， それは確 実に

保障 さ れるであ ろ う ． この点で， 合併に よ る設置単位の規模の拡大 や事務の

共同的， 広域的処理は制度運用の改善を図る上で有効な 方策といえる． し か

し ， 設置単位の規模拡大に よ っ て解決可能 な運用側面もあれ ば， そ う で ない

運用側面もあると考えられる． 例え ば， 教育長に対して行 っ た ア ン ケ ー ト 調

査では， 人口規模が小規模である ほ ど， 住民の集会に出席する教育長が多い

とい う 結果が現れている． 住民集会への参加とい っ た 点から見ると， 小規模

自 治体の教育長の方が， 地域住民のニ ー ズ に敏感であることが う かがえ よ

う 門 人口規模と制度運用 との関係をめ ぐ る問題は実証的 な研究課題として

これ ま で本格的に検討 さ れてこな か っ た し， 人口規模が教育委員会制度の連

用 の どの側面にいか な る影響を与えるかに ついての経験的デー タ や研·究知見

は蓄積 さ れてこな か っ た． 人口規模の影響 （ し た が っ て， 設置単位の拡大の効
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も 含 め て ） を 判 断 す る デ ー タ は な い ． 教育委 員 会 訓度 の 研究 に 際 し て ， 人 1＿ー！

規模 の 観，点 か ら 連用 実 懇 の 各 側 面 を 糾 密 に 検討 し ， デ ー タ を 裕 禎 す る 必要 が

あ る ゆ え ん で あ る ．

今後， 分権時代 に お け る 教育委 員 会 制度 の 存続可椛性 を 高 め る た め の 改善

策 が さ ま ざ ま な 観 ，点 か ら 検討 さ オし な け れ ば な ら な い が， 改善論 の 基本 は ，

会 が 白 治体 の 教育行政 を 担 う だ け の 能 力 を い か に オ情簗 す る か で あ り ，

そ 0) ，点 で， 本 皐 で示唆 し た よ う に ， と り わ け ， 小規模 白 治体 の 教育委 員 会 の

他 力 を ど う 高 め る か が焦 点 で な け 九 ば な ら な い で あ ろ う ． そ の た め に は ， 人

「l 規模が教育長 の リ ー ダ ー シ ッ プ， 事務局 の 政策 立 案陀 力 ， 教百委員 会 と 学

校 と の 閃 係 ， 教育長 と 首 長 の 1月 係 ， 教育委 員 会 と 地域住民 と の 関 係 な ど ， f|ill

度韮川 0) 各側 面 に ど う

な し· ) .

［注］

る か に 閃 す る 1叶究知 見 が裕 積 さ れ な け れ ば な ら

l ) 例 え ば， つ ぎ の 文献 を 参！！（1 ． IIけ 1 1 1 1月午 「分杵改が と 教育委 員 会詞度l 四尾 ll券 ・ 小川 田人
釦 『分枡改i'化 と 教育臼政』 き ょ う せ い (2000 ) , p. 102  : }JU治佐哲也 「地 方教育行政 の 地域

設 定 と 教 育委 員 会 の 設ii:
9
1l ii1 位」 」）fli l付 孜 編 『地）j分楕 と 教 育 委 員 会 制 艮 』 ぎ ょ う せ い

( 2000) , p. 205.  
2 ) 疫 囚 間 で平均仙 が大 き く 異 な る 場合 が あ る の は ， 各 嬰 囚 に 1関 す る 質 間項 目 に 対 す る 日

答 の 選択肢 が， そ れ ぞ れ異 な っ て い る か ら で あ る ．

3 ) 以下の論迩 に つ い て は ， 分 析 の1生格I::. 4 ．り と lli 複 す る 部 分 も あ る こ と を お 断 り し て お
き た し ' ·

4 )  l|i Ill]村 に 対 す る 教 育委 員 会 の 一 斎設附 が 当 初見込 ら れ て い た こ と は ， 人 1] 規模 の 彩秤
が 1!il鳩視 さ れ て し ヽ た こ と を 物詔 る こ と で あ る し ， 制 ）立 の 導 人 に 際 し て ， CI E （民 畠j1青報
教育局 ( Ci v i l I n fo rmat ion  and Educat iona l  Sect i on ) の 略称 ． 辿合ml総可令部 ( C H (.:))
給僚部の部），！］ の 一 つ ． 教育 ・ 宗 教 な ど の 分 野 に 1見l す る 小唄 を 担 当 し た ） は 一 斉設liり で は
な く ， 仝 国 に 6(）（） ほ ど の教育委員会設ii忙 を 構想 し て い た と い わ れ る こ と も ， こ の 間 鳩 に
白 虹化） で あ っ た りil拠 で あ ろ う ． 111·J r 1 1 1召午， ilij褐論文参凰

り ） 例 え ば， 1j 本教合行政学＇会の共 同 研究 「 教育指導行政 に 閃 す る 総合的研究」 て は ， 教fi
指 ・；尊行政 の さ ま ざ ま な 恨l)［（ii に つ し ＼ て 検討 さ れ， 人 にl )乱校 と の 関連， と り わ け 小規模 Iii 治
1本 の 間切が言及 さ 九 て い る ( I] 本 教育行政学公指羽行政研究特別 委 員 会紬i 『教職 の 質 llJ
同1 と 教fi指森行政 に 1見l す る 総合的研究I C l  982 ) ) .  

6 ) 教百委員 公制度，J1＇ij祝研究会 （代表， 筑 波大学， 堀 和郎 ） 『教育委員 会伽l度 お よ び 県 費 負
1l l教職員 制 疫 の 連 川 丈態 に 1見l す る 調社[l 平成 1 6 年炭文部科学省委叫的研究 (2(） （）4 ) ， p . 4 5  
参 11.化

果

育委因 教

影府す


	第6章-116
	第6章-117
	第6章-118
	第6章-119
	第6章-120
	第6章-121
	第6章-122
	第6章-123
	第6章-124
	第6章-125
	第6章-126

